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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部にＧＰＳ衛星からの電波を受信させて現在日時を取
得する場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時と現在日時との間でのうるう秒に応じた現在の
ずれ時間に係る情報を保持しているか否かを判別し、保持していない場合には、前記予測
受信取得を選択しない
　ことを特徴とする電子時計。
【請求項２】
　日時を計数する計時部と、
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　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　近距離無線通信を行う通信部を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記制御部は、前記通信部を介して外部機器から現在日時情報の取得を行うことが可能
であり、直近で前記通信部を介して現在日時情報を取得した場合には、前記予測受信取得
を選択しない
　ことを特徴とする電子時計。
【請求項３】
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記制御部は、直近で前記予測受信取得による現在日時の取得に失敗していた場合には
、前記予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とする電子時計。
【請求項４】
　前記複数種類の取得方法には、測位衛星から送信される一連のデータのうち、前記計時
部により計数されている日時と組み合わせて現在日時を取得可能な一部のデータを取得し
て現在日時を取得する部分受信取得と、前記一連のデータに含まれる現在日時に係るデー
タを全て取得するフル受信取得と、が含まれる
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の電子時計。
【請求項５】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計の日時取得制御方法であって、
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択ステップ
　を含み、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択ステップは、前記衛星電波受信部にＧＰＳ衛星からの電波を受信させ
て現在日時を取得する場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時と現在日時との間でのうるう秒
に応じた現在のずれ時間に係る情報を保持しているか否かを判別し、保持していない場合
には、前記予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とする日時取得制御方法。
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【請求項６】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、近距離無
線通信を行う通信部と、を備える電子時計の日時取得制御方法であって、
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択ステップ
　を含み、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択ステップは、前記通信部を介して外部機器から現在日時情報の取得を
行うことが可能であり直近で前記通信部を介して現在日時情報を取得した場合には、前記
予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とする日時取得制御方法。
【請求項７】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計の日時取得制御方法であって、
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択ステップ
　を含み、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択ステップは、直近で前記予測受信取得による現在日時の取得に失敗し
ていた場合には、前記予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とする日時取得制御方法。
【請求項８】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計のコンピュータを
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択手段
　として機能させ、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択手段は、前記衛星電波受信部にＧＰＳ衛星からの電波を受信させて現
在日時を取得する場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時と現在日時との間でのうるう秒に応
じた現在のずれ時間に係る情報を保持しているか否かを判別し、保持していない場合には
、前記予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とするプログラム。
【請求項９】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、近距離無
線通信を行う通信部と、を備える電子時計のコンピュータを
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択手段
　として機能させ、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
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による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択手段は、前記通信部を介して外部機器から現在日時情報の取得を行う
ことが可能であり直近で前記通信部を介して現在日時情報を取得した場合には、前記予測
受信取得を選択しない
　ことを特徴とするプログラム。
【請求項１０】
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計のコンピュータを
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択手段
　として機能させ、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記取得方法選択手段は、直近で前記予測受信取得による現在日時の取得に失敗してい
た場合には、前記予測受信取得を選択しない
　ことを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電子時計、日時取得制御方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、外部から現在日時情報を受信して正確な日時の計数及び表示を維持することがで
きる電子時計がある。外部の現在日時情報の情報源としては、長波長帯の電波を用いた標
準電波や、測位衛星からの送信電波に含まれる航法メッセージなどが広く用いられている
。
【０００３】
　このような電波受信に係る動作、特に測位衛星からの電波受信動作では、電子時計にお
ける日時の計数動作や表示動作などと比較して著しく多くの電力を消費する。また、特に
携帯型の電子時計では、ユーザの移動に伴って電波受信環境が大きく変化する場合があり
、速やかに必要な情報が受信、取得されることが好ましい。
【０００４】
　このような状況に対して、電子時計内部での計数時間のずれ（歩度）を考慮して、外部
から現在日時情報を取得してからの経過時間に基づいて現在の日時のずれ量を推定し、当
該推定の範囲内で必要な情報を受信対象とすることで受信時間を可能な範囲で短縮する技
術が知られている（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１５－１７２５２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、単純に受信対象を減らしていくと、受信感度の低下による僅かな誤同定
や、異なる符号列部分との偶然の一致といった誤同定の確率が上昇するという課題がある
。
【０００７】
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　この発明の目的は、より確実性の高い正確な日時情報を短時間で取得することのできる
電子時計、日時取得制御方法及びプログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明は、
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部にＧＰＳ衛星からの電波を受信させて現在日時を取
得する場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時と現在日時との間でのうるう秒に応じた現在の
ずれ時間に係る情報を保持しているか否かを判別し、保持していない場合には、前記予測
受信取得を選択しない
　ことを特徴とする電子時計である。
　また、
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　近距離無線通信を行う通信部を備え、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
　前記制御部は、前記通信部を介して外部機器から現在日時情報の取得を行うことが可能
であり、直近で前記通信部を介して現在日時情報を取得した場合には、前記予測受信取得
を選択しない
　ことを特徴とする電子時計である。
　また、
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれ、
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　前記制御部は、直近で前記予測受信取得による現在日時の取得に失敗していた場合には
、前記予測受信取得を選択しないことを特徴とする電子時計である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に従うと、電子時計において、より確実性の高い正確な日時情報を短時間で取得
することができるという効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態の電子時計の機能構成を示すブロック図である。
【図２】ＧＰＳ衛星から電波送信されている信号（航法メッセージ）のフォーマットにつ
いて説明する図である。
【図３】本実施形態の電子時計で実行される衛星電波受信制御処理の制御手順を示すフロ
ーチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、本実施形態の電子時計１の機能構成を示すブロック図である。
【００１２】
　電子時計１は、マイコン４０と、衛星電波受信処理部５０及びアンテナＡ１と、操作受
付部６１と、表示部６２と、長波受信部６３及びアンテナＡ２と、通信部６４及びアンテ
ナＡ３と、光量センサ６５と、ＲＯＭ６６（Read Only Memory）と、電力供給部７０など
を備える。
【００１３】
　マイコン４０は、電子時計１の全体動作を統括制御する。マイコン４０は、ＣＰＵ４１
（Central Processing Unit）と、ＲＡＭ４３（Random Access Memory）と、発振回路４
６と、分周回路４７と、計時回路４８（計時部）などを備える。制御動作としては、通常
の日時表示動作、現在日時情報の取得及び計時回路４８が計数する日時の修正に係る各種
制御動作に加え、電子時計１が有する各種機能に応じた動作、例えば、アラーム報知機能
、タイマ機能、あるいはストップウォッチ機能などが含まれ得る。また、マイコン４０は
、電力供給部７０のバッテリ７１の残量や夜間における電子時計１の不使用状態などに応
じて一部の機能、例えば、表示画面６２１における表示内容や輝度などを制限して消費電
力を低減させる休止モード（スリープモード）に移行させることが可能となっている。
【００１４】
　ＣＰＵ４１は、各種演算処理を行うプロセッサであり、制御動作を行う。
【００１５】
　ＲＡＭ４３は、ＣＰＵ４１に作業用のメモリ空間を提供し、一時データを記憶する。
　ＲＡＭ４３には、現在位置などの設定された世界の地域における現在日時（地方時）を
表示、利用する際のタイムゾーン設定や夏時間設定を含む地方時設定４３３、すなわち、
ＵＴＣ日時からの時差情報やその位置（都市）に係る情報が記憶されている。地方時設定
４３３には、当該位置（都市）において受信可能な標準電波の有無や種別に係る情報が含
まれる。
【００１６】
　また、ＲＡＭ４３には、日時情報取得履歴情報４３１、受信設定４３２及びペアリング
設定４３４が記憶、保持される。日時情報取得履歴情報４３１は、過去に外部から取得さ
れた現在日時情報の取得先及びその取得日時の情報を含む。日時情報取得履歴情報４３１
に記憶される取得先及び取得日時の情報は、少なくとも直近の一回記憶されるが、複数回
記憶されても良い。また、日時情報取得履歴情報４３１には、取得を試みて失敗した場合
の情報が含まれても良い。
【００１７】
　受信設定４３２は、直近の日時情報取得動作に応じ次回の衛星電波受信処理部５０によ
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る日時受信の方法が予め設定される場合の設定情報である。受信設定４３２としては、後
述のように、部分受信設定、フル受信設定及びこれらのいずれでもない設定無しの状態が
含まれる。
【００１８】
　ペアリング設定４３４は、通信部６４を介して近距離無線通信により通信可能な外部機
器の識別情報を保持する。近距離無線通信を行う場合には、このペアリング設定４３４の
識別情報に基づいて当該識別情報で示される外部機器に対して通信接続の要求を送信する
。
【００１９】
　発振回路４６は、所定の周波数の信号を生成して出力する。信号の生成には、例えば、
水晶発振子などが用いられる。この水晶発振子は、マイコン４０に対して外付けされて良
い。
【００２０】
　分周回路４７は、発振回路４６から入力された周波数信号を設定された分周比で分周し
た分周信号を出力する。分周比の設定は、ＣＰＵ４１により変更されて良い。
　計時回路４８は、分周回路４７から入力された所定の周波数の分周信号を計数すること
で現在の日時（時刻及び日付）を計数、保持する。計時回路４８による日時の計数精度は
、外部環境、主に周辺温度に応じて変化する。通常では、この計数精度は、一日当たり０
．５秒程度のずれであるが、基準温度（例えば、２０℃など）からのずれが大きくなるに
つれて低下し、例えば、晴天下の車内や厳冬環境の屋外などの極端な環境では、より大き
な（例えば、３秒）のずれが生じ得る。ＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部５０や通信部
６４が取得し、又は長波受信部６３が受信した標準電波に応じて求められた現在日時に基
づいて、計数されている日時を修正することが可能である。
【００２１】
　衛星電波受信処理部５０は、米国のＧＰＳ（Global Positioning System）といった衛
星測位システム（ＧＮＳＳ；Global Navigation Satellite System）に係る測位衛星から
の送信電波を受信、処理する受信動作を行って、現在日時や現在位置の情報を取得し、Ｃ
ＰＵ４１から要求された情報を所定のフォーマットでＣＰＵ４１に出力する。衛星電波受
信処理部５０は、受信部５１（衛星電波受信部）と、モジュール制御部５２と、記憶部５
３などを備える。
【００２２】
　受信部５１は、受信対象の測位衛星からの送信電波を受信、検出してその測位衛星の識
別及び送信信号の位相を同定する捕捉処理を行い、捕捉された測位衛星の識別情報及び位
相に基づいて当該測位衛星からの送信電波を追尾して継続的に送信信号（航法メッセージ
）を復調、取得する。
【００２３】
　モジュール制御部５２は、ＣＰＵなどを備え、衛星電波受信処理部５０の動作に係る各
種制御を行う。モジュール制御部５２は、マイコン４０からの指示に従って適切なタイミ
ングで測位衛星からの電波受信を受信部５１により行わせ、後述の複数種類の現在日時の
取得方法に応じた処理を行って必要な情報を取得し、現在日時の同定や現在位置の算出（
すなわち、測位）を行う。
　マイコン４０及びモジュール制御部５２により本実施形態の電子時計１における制御部
が構成される。
【００２４】
　記憶部５３には、各種設定データや受信情報などの受信制御情報５３１と、うるう秒補
正値５３２と、衛星電波受信処理部５０においてモジュール制御部５２が実行する制御に
係るプログラムなどが記憶される。設定データとしては、例えば、各測位衛星の航法メッ
セージのフォーマットデータや受信レベルを判別するための基準データ、後述のＷＮの周
期設定データなどが含まれる。また、受信情報としては、例えば、取得されている各測位
衛星の予測軌道情報（アルマナック）などが含まれる。うるう秒補正値５３２は、ＧＰＳ
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に係る測位衛星（以降、ＧＰＳ衛星と記す）から送信される日時とＵＴＣ日時（協定世界
時）との間でうるう秒に係るずれを補正するための値を記憶する。ここでいうＧＰＳ衛星
とは、ＧＰＳ及びこれと同一の送信周波数で略同一のフォーマットにより航法メッセージ
を送信しているみちびきなどの補完衛星を含む。
【００２５】
　操作受付部６１は、ユーザ操作などの外部からの入力操作を受け付ける。操作受付部６
１は、押しボタンスイッチやりゅうずなどを備え、押しボタンスイッチの押下動作や、り
ゅうずの引き出し、回転及び押し戻しの各動作に応じた操作信号をＣＰＵ４１に出力する
。
【００２６】
　表示部６２は、ＣＰＵ４１の制御に基づいて各種情報の表示を行う。表示部６２は、表
示ドライバ６２２と、表示画面６２１などを備える。表示画面６２１は、例えば、セグメ
ント方式若しくはドットマトリクス方式又はこれらの組み合わせによる液晶表示画面（Ｌ
ＣＤ）などによりデジタル表示を行う。あるいは、表示部６２として、表示画面６２１に
よるデジタル表示に代えて、指針及びこれを回転動作させるステッピングモータなどによ
る表示が可能な構成を有していても良い。表示ドライバ６２２は、マイコン４０からの制
御信号に基づいて、表示画面６２１に表示を行わせるための駆動信号を表示画面６２１に
出力する。
【００２７】
　長波受信部６３は、アンテナＡ２を介して長波長帯（Low Frequency Band）で現在日時
情報（時刻情報及び日付情報を含む）を含む信号（タイムコード）を送信している標準電
波を受信、復調する。タイムコードは、１分周期で当該分の日時データが符号化されて送
信されており、電子時計１では、複数回、例えば３回の受信結果（受信された符号列から
取得された日時）の整合を確認することで正確な現在日時を取得する。したがって、受信
状況が良好な場合には、一回当たりの受信動作時間は３分～４分程度となる。
　標準電波としては、日本国のＪＪＹ（登録商標）、米国のＷＷＶＢ、英国のＭＳＦ及び
ドイツのＤＣＦ７７などが広く用いられている。上述の地方時設定４３３に従って受信対
象とする標準電波が決定され、又はいずれの標準電波も受信エリア外である場合にはこれ
ら標準電波を受信対象とされない。
【００２８】
　通信部６４は、ＣＰＵ４１の制御に基づいて、アンテナＡ３を用いて外部の電子機器（
外部機器）と近距離無線通信、ここでは、ブルートゥース（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ；登録商
標）による通信（主にバージョン４．０などの低消費電力のもの）を行うための各種動作
を行う。通信部６４は、定められた通信規格に基づく制御動作を行い、電子時計１に宛て
た通信データを復調、取得してＣＰＵ４１に出力し、通信相手の外部機器に宛てた通信デ
ータを変調して通信電波として出力させる。通信相手となる外部機器の識別情報は、上述
のペアリング設定４３４に記憶保持され、通常では、通信部６４が当該識別情報で示され
る外部機器に通信接続の要求を送信する。外部機器からは、現在日時情報を取得すること
ができる。現在日時情報の取得を目的として通信を行う場合、外部機器と電子時計１との
間では、通信接続の確立及び遮断に係る制御信号の他では、現在日時情報の要求とその応
答に係る信号程度のやりとりとなり、通信時間が１秒以下程度となり、通信量も非常に小
さくなる。
【００２９】
　近距離無線通信による通信接続対象となる外部機器としては、特には限られないが、ス
マートフォン、携帯電話などの携帯型端末が主に用いられる。これらの外部機器の識別情
報（ペアリング設定４３４）を予め保持しておくことで、電子時計１から通信接続の要求
を行った場合に当該外部機器が通信可能な範囲で稼動していると、通信接続がなされる。
【００３０】
　光量センサ６５は、例えば、表示部６２の表示画面に並列配置されて設けられ、外部か
ら照射される光量を計測する。この光量センサ６５としては、例えば、フォトダイオード
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が用いられる。光量センサ６５は、入射光量に応じた電気信号（電圧信号や電流信号）を
出力し、この電気信号は、図示略のＡＤＣ（アナログ／デジタル変換器）でデジタルサン
プリングされてＣＰＵ４１に入力される。
【００３１】
　ＲＯＭ６６は、ＣＰＵ４１が制御動作を実行するためのプログラム６６１や初期設定デ
ータなどを格納する。ＲＯＭ６６としては、マスクＲＯＭに加えて又は代えてデータの書
き換え更新が可能なフラッシュメモリなどの不揮発性メモリを有していても良い。プログ
ラム６６１には、現在日時の取得に係る制御プログラムが含まれる。初期設定データには
、世界の各地域におけるタイムゾーン設定や夏時間設定といったＵＴＣ日時からの時差情
報やその位置（都市）に係る情報、及び当該位置（都市）において受信可能な標準電波の
有無や種別に係る情報が含まれ、現在位置に該当する位置（都市）の設定データがＲＡＭ
４３に記憶されて利用される。ＲＯＭ６６は、マイコン４０に対して外付けされているが
、マイコン４０と一体的に形成されていても良い。
【００３２】
　電力供給部７０は、電子時計１の各部が動作に要する電力を当該各部へ供給する。電力
供給部７０は、バッテリ７１から出力される電力を各部の動作電圧で供給する。動作電圧
が動作部位によって異なる場合には、電力供給部７０は、レギュレータを用いて電圧変換
を行って出力する。バッテリ７１としては、入射光に応じた発電を行うソーラパネルや発
電された電力を蓄電する二次電池などを備えていても良いし、乾電池や充電池などが着脱
可能に設けられても良い。
【００３３】
　次に、本実施形態の電子時計１における現在日時情報の取得動作について説明する。
　上述のように、電子時計１の計時回路４８が計数する日時には、通常の条件では、１日
当たり最大で０．５秒程度のずれが生じ得る。また、温度条件が厳しい場合には、１日当
たり最大で３秒程度のずれが生じる場合があり得る。これに対し、電子時計１では、外部
から定期的に及びユーザによる所定の命令操作などに応じて正確な現在日時を取得して、
計時回路４８が計数する日時を修正する。これにより、計時回路４８が計数する日時のず
れを小さい状態に留めている。
【００３４】
　電子時計１では、衛星電波受信処理部５０により得られる現在日時、長波受信部６３に
より受信された標準電波から得られる現在日時情報、及び通信部６４を介してブルートゥ
ース通信により外部機器から得られる現在日時情報の３種類が現在日時情報の取得先とさ
れる。
【００３５】
　長波受信部６３により受信された標準電波に基づく日時は、通常、十分な精度（１０ｍ
ｓｅｃ程度）で得られる。
【００３６】
　通信部６４を介して外部機器から現在日時情報を取得する場合には、当該外部機器が計
数している日時が得られる場合と、外部機器が備える衛星電波受信処理部による日時取得
の結果に基づく日時が得られる場合とがある。また、外部機器が携帯電話機能を有する場
合には、携帯電話通信の基地局から現在日時情報が取得され、外部機器がインターネット
接続機能を有する場合には、ネット上のタイムサーバなどから取得される現在日時情報が
外部機器を介して間接的に取得され得る。これらのうち、外部機器自身が計数している日
時が得られる場合には、計時回路４８が計数する日時同様にずれが生じ得る。以下では、
この外部機器から得られた日時の精度についての情報が得られないものとして説明するが
、外部機器から送信日時の精度に係る情報が得られる場合には、これを用いても良い。
【００３７】
　衛星電波受信処理部５０から得られる日時は、通常、十分な精度（１０～１００ｍｓｅ
ｃ以下のずれ）である。ただし、ＧＰＳ衛星からの電波に基づいて日時を取得する場合に
は、別途うるう秒補正値５３２が必要である。ＧＰＳ衛星では、うるう秒が考慮されてい
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ない日時が送信されている。したがって、衛星電波受信処理部５０では、うるう秒を考慮
したＵＴＣ日時とのずれ時間を示すうるう秒補正値５３２に基づいてＵＴＣ日時に変換し
て出力する。このうるう秒補正値５３２は、ＧＰＳ衛星から取得されても良いが、頻度が
低い（１２．５分に一回）なので、ＧＰＳ衛星からの送信タイミングに合わせて受信する
か、又は通信部６４を介して外部から取得するのが好ましい。
【００３８】
　うるう秒は、現在、半年に一回実施され得る。うるう秒の実施があった場合には、当該
タイミングで所定秒（現在は１秒のみ）が挿入又は削除される。したがって、うるう秒の
実施可能タイミングまでに実施の有無に係る情報や実施後のずれ時間の情報が取得されな
い場合、当該ずれ時間の情報が取得されるまでの間、衛星電波受信処理部５０から得られ
る日時には、１秒単位のずれが生じる可能性がある。
　なお、標準電波のうち、ＪＪＹやＷＷＶＢでは、うるう秒の実施可能タイミング前の所
定期間にうるう秒の実施予定有無に係る情報が送信されるので、当該情報に基づいて、実
施可能タイミングでずれ時間を修正することもできる。
【００３９】
　本実施形態の電子時計１では、これらの中から現在日時情報の取得方法が選択される。
ここでは、例えば、通信部６４を介した現在日時情報の取得は、ペアリング設定がなされ
ている場合に、一日に所定回数（２～４回など）定期的に及び日時以外の情報送受信を目
的として通信接続がなされる場合に行われる。また、これとは別に、標準電波の受信エリ
ア内では、一日に一回所定のタイミングで長波受信部６３による標準電波の受信が行われ
る。標準電波の受信エリア外又は受信エリア内でも標準電波の受信に失敗した場合などに
は、一日一回所定の条件を満たすタイミングで、及びユーザによる所定の入力操作などに
基づいて衛星電波受信処理部５０による測位衛星（ＧＰＳ衛星）からの電波受信による日
時の取得を行う。
【００４０】
　次に、衛星電波受信処理部５０の動作により現在日時を取得する場合について、より詳
しく説明する。
【００４１】
　図２は、ＧＰＳ衛星から電波送信されている信号（航法メッセージ）のフォーマットに
ついて説明する図である。
　ＧＰＳでは、各ＧＰＳ衛星からそれぞれ３０秒単位のフレームデータが合計２５ページ
送信されることで、１２．５分周期で全てのデータ（一連のデータ）が出力されている。
ＧＰＳでは、ＧＰＳ衛星ごとに固有のＣ／Ａコードが用いられており、このＣ／Ａコード
は、１．０２３ＭＨｚで１０２３個の符号（チップ）が配列されて１ｍｓｅｃ周期で繰り
返されている。このチップの先頭は、ＧＰＳ衛星の内部時計と同期しているので、ＧＰＳ
衛星ごとにこの位相のずれを検出することで、伝搬時間、すなわち、ＧＰＳ衛星から現在
位置までの距離に応じた位相ずれ（疑似距離）が検出される。
【００４２】
　各フレームデータは、５つのサブフレーム（各６秒）で構成されている。更に、各サブ
フレームは１０個のワード（符号ブロック、各０．６秒、順番にＷＯＲＤ１～ＷＯＲＤ１
０）によって構成されている。各ワードは、それぞれ３０ビット長（すなわち、３０個の
二値符号からなる）である。
　ＷＯＲＤ１とＷＯＲＤ２のデータフォーマットは、全てのサブフレームで同一である。
すなわち、ＷＯＲＤ１、ＷＯＲＤ２の内容は、全てのサブフレームで６秒ごとに取得され
得る。ＷＯＲＤ１では、テレメトリワード（ＴＬＭ　Ｗｏｒｄ）が送信されている。テレ
メトリワードでは、８ビットの固定符号列であるプリアンブル（Preamble）に続き、１４
ビットのテレメトリメッセージ（TLM Message）が含まれ、その後ろに１ビットのIntegri
ty Status Flagと１ビットの予備ビットを挟んで、６ビットのパリティ符号列（パリティ
チェック符号）が配される。ＷＯＲＤ２では、ハンドオーバワード（Handover Word；Ｈ
ＯＷ）が送信されている。ＨＯＷでは、週内経過時間を示す１７ビットのＴＯＷ－Ｃｏｕ
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ｎｔ（Ｚカウントともいう）に続き、Alert FlagとAnti-Spoof Flagがそれぞれ１ビット
ずつで示されている。それから、サブフレームの番号（周期番号）を示すサブフレームＩ
Ｄ（Subframe-ID）が３ビットで示され、パリティ符号列の整合用２ビットを挟んで６ビ
ットのパリティ符号列が配列される。
【００４３】
　ＷＯＲＤ３以降のデータは、サブフレームによって異なる。サブフレーム１のＷＯＲＤ
３には、先頭に１０ビットのＷＮ（週番号）が含まれる。サブフレーム２、３には、主に
、エフェメリス（精密軌道情報）が含まれ、サブフレーム４の一部及びサブフレーム５で
は、アルマナック（予測軌道情報）が送信されている。すなわち、これらの情報は、フレ
ーム内で１回３０秒ごとに取得され得る。上述のうるう秒補正値は、１８ページ目のフレ
ーム４でのみ１２．５分に一回送信されている。
【００４４】
　通常、航法メッセージを解読するには、各サブフレームの先頭に含まれる固定符号列（
プリアンブル）を同定する必要がある。また、これらのうち、各サブフレームにおいてＴ
ＯＷ－Ｃｏｕｎｔにより示される日時は、次のサブフレームの先頭のタイミングにおける
日時である。
【００４５】
　衛星電波受信処理部５０が現在日時を得るのに必要な情報は、計時回路４８が計数する
日時に含まれ得るずれの大きさによって異なる。計時回路４８が計数する日時に大きな（
日付や週が異なるほどの）ずれがなければ、いずれかのサブフレームからＴＯＷ－Ｃｏｕ
ｎｔ（一部のデータ）のみを取得して（所要時間は２～６秒程度）計時回路４８が計数し
ている日時と組み合わせることで、正確な日時が得られる（部分受信取得）。なお、部分
受信取得の場合でも、ここでは、一つのサブフレームのＷＯＲＤ３まで受信することで、
受信タイミングによっては、サブフレーム１のＷＯＲＤ３に含まれるＷＮも併せて受信さ
れる場合がある。計時回路４８が計数する日時に大きなずれがあり得る場合には、サブフ
レーム１のＷＮを併せて受信する、すなわち、航法メッセージから日時に係るデータを全
て取得することで（３～３０秒程度）、計時回路４８の計数日時を考慮せずにＧＰＳ衛星
から取得された情報により日時を取得する（フル受信取得）。なお、ここでいう「日時に
係るデータ全て」には、後述のうるう秒の補正値に係る補正情報を含まない。
【００４６】
　また、計時回路４８が計数する日時のずれが十分小さい（±３秒以下）であれば、受信
される航法メッセージの内容、すなわち、各サブフレームの先頭における８ビット固定符
号列（プリアンブル）や、ＨＯＷのうち１７ビットのＴＯＷ－Ｃｏｕｎｔや３ビットのサ
ブフレームＩＤ）を予め想定できる。また、テレメトリワードやＨＯＷに含まれる予備ビ
ット、Integrity Status Flag、Alert FlagやAnti-Spoof Flagなど、通常の送信状態では
セット状態にならない各１ビットの符号については、リセット状態であると想定しても良
い。したがって、予め想定された符号により生成される想定符号列が示す日時と、当該想
定符号列と一致する符号列が受信されたタイミングとに基づいて現在日時を取得する予測
受信取得を行うことができる。この予測受信では、受信時には改めて符号列を解読（復号
）する必要がなく、想定符号列との一致不一致のみを判定してゆけば良い。なお、測位衛
星から送信される航法メッセージは、ワード（３０ビット）ごとに符号反転される場合が
あるので、反転された符号列を合わせて生成して一致不一致を判断しても良いし、想定符
号列と一致する符号列と、想定符号列と不一致となる符号列とを同等に扱って想定符号列
の検出を行っても良い。
【００４７】
　電子時計１では、衛星電波受信処理部５０に現在日時の取得動作を行わせる場合、直近
の現在日時情報の取得状況や当該取得タイミング、すなわち、日時が修正されてからの経
過時間などに基づいて、計時回路４８が計数している日時に含まれ得るずれの大きさを推
定する。そして、当該ずれの大きさに基づいて、上述のフル受信取得、部分受信取得及び
予測受信取得の複数種類の取得方法のうちいずれにより日時を取得するかを選択、指定し
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て、現在日時の取得動作を衛星電波受信処理部５０により行わせる。
【００４８】
　これらの選択動作は、ＣＰＵ４１（マイコン４０）により行われ、日時取得命令ととも
に選択情報及び計時回路４８が計数する日時などの必要な情報を衛星電波受信処理部５０
に送信出力することで、衛星電波受信処理部５０に現在日時の取得動作を行わせる。
【００４９】
　図３は、本実施形態の電子時計１で実行される衛星電波受信制御処理のＣＰＵ４１によ
る制御手順を示すフローチャートである。本実施形態の日時取得制御方法（日時取得制御
手段）であるこの衛星電波受信制御処理は、衛星電波受信による現在日時の取得条件を満
たしたタイミング又はユーザにより衛星電波受信による現在日時の取得命令が取得された
場合に開始される。ここでは、受信対象の衛星をＧＰＳ衛星として説明する。
【００５０】
　衛星電波受信制御処理が開始されると、ＣＰＵ４１は、この日時の取得動作がバッテリ
切れ後などの初期化動作後のものであるか否かを判別する（ステップＳ１０１）。初期化
動作後のものであると判別された場合には（ステップＳ１０１で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４
１の処理は、ステップＳ１５１に移行する。
【００５１】
　初期化動作後のものではないと判別された場合には（ステップＳ１０１で“ＮＯ”）、
ＣＰＵ４１は、ユーザによる手動での日時設定がなされているか否かを判別する（ステッ
プＳ１０２）。手動での日時設定がなされていると判別された場合には（ステップＳ１０
２で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１５１に移行する。
【００５２】
　手動での日時設定がなされていないと判別された場合には（ステップＳ１０２で“ＮＯ
”）、ＣＰＵ４１は、計時回路４８が計数する現在日時が木曜日の２２時０分以降２３時
５９分の間であるか否かを判別する（ステップＳ１０３）。この期間は、ＴＯＷ－Ｃｏｕ
ｎｔの符号列がプリアンブルの符号列と類似する期間であり、ステップＳ１０３の判別処
理は、これらの混同による日時の誤同定を避けるためのものである。該当期間であると判
別された場合には（ステップＳ１０３で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ
１５１に移行する。
【００５３】
　該当期間ではないと判別された場合には（ステップＳ１０３で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１
は、前回の衛星電波受信時に「フル受信設定」がなされてそのまま解除されていないか否
かを判別する（ステップＳ１０４）。「フル受信設定」がなされていると判別された場合
には（ステップＳ１０４で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１５１に移行
する。
【００５４】
　「フル受信設定」がなされていないと判別された場合には（ステップＳ１０４で“ＮＯ
”）、ＣＰＵ４１は、前回のフル受信取得、標準電波の受信、近距離無線通信のいずれか
による日時取得から３０日以内であるか否かを判別する（ステップＳ１０５）。３０日以
内ではないと判別された場合には（ステップＳ１０５で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１の処理は
、ステップＳ１５１に移行する。３０日以内であると判別された場合には（ステップＳ１
０５で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１０６に移行する。
【００５５】
　ステップＳ１０１～Ｓ１０５の判別処理のいずれかからステップＳ１５１の処理に移行
すると、ＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部５０（モジュール制御部５２）に対してフル
受信による現在日時情報の取得（フル受信取得）命令を出力する（ステップＳ１５１）。
ＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部５０からの信号の入力を待ち受け、衛星電波の受信及
び日時の取得に成功したか否かを判別する（ステップＳ１５２）。成功したと判別された
場合には（ステップＳ１５２で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１は、計時回路４８の計数する日
時を修正し（ステップＳ１５３）、衛星電波受信制御処理を終了する。成功しなかった（
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失敗した）と判別された場合には（ステップＳ１５２で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１は、衛星
電波受信制御処理を終了する。
【００５６】
　ステップＳ１０５の判別処理で“ＹＥＳ”に分岐すると、ＣＰＵ４１は、前回のフル受
信取得又は標準電波受信（ここでは、近距離無線通信を含まない）による日時の取得から
１日以内であるか否かを判別する（ステップＳ１０６）。１日以内ではないと判別された
場合には（ステップＳ１０６で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１２１に移
行する。
【００５７】
　１日以内であると判別された場合には（ステップＳ１０６で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１
は、現期間、すなわち、現在の日時を含む半年間（各年の前半又は後半）におけるうるう
秒情報が保持されている（うるう秒補正値５３２としてうるう秒に応じたずれ時間に係る
情報が保持されている）か否かを判別する（ステップＳ１０７）。保持されていないと判
別された場合には（ステップＳ１０７で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１
２１に移行する。
【００５８】
　保持されていると判別された場合には（ステップＳ１０７で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１
は、前回の衛星電波受信制御処理で「部分受信設定」がなされてそのまま解除されていな
いか否かを判別する（ステップＳ１０８）。「部分受信設定」がなされていると判別され
た場合には（ステップＳ１０８で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１２１
に移行する。「部分受信設定」がなされていないと判別された場合には（ステップＳ１０
８で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１０９に移行する。
【００５９】
　ステップＳ１０６～Ｓ１０８の判別処理のいずれかでステップＳ１２１の処理に移行す
ると、ＣＰＵ４１は、部分受信による現在日時情報の取得（部分受信取得）命令を衛星電
波受信処理部５０（モジュール制御部）に対して出力する（ステップＳ１２１）。ＣＰＵ
４１は、衛星電波受信処理部５０からの信号の入力を待ち受け、衛星電波の受信及び日時
の取得に成功したか否かを判別する（ステップＳ１２２）。成功していない（失敗した）
と判別された場合には（ステップＳ１２２で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１は、「部分受信設定
」を行い（ステップＳ１４１）、衛星電波受信制御処理を終了する。
【００６０】
　成功したと判別された場合には（ステップＳ１２２で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１は、受
信時に併せてＷＮが取得されたか否かを判別する（ステップＳ１２３）。ＷＮが取得され
たと判別された場合には（ステップＳ１２３で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステ
ップＳ１１１に移行する。ＷＮが取得されていないと判別された場合には（ステップＳ１
２３で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１は、現在計時回路４８が計数している日時と、取得された
現在日時との差が３０秒以内であるか否かを判別する（ステップＳ１２４）。３０秒以内
であると判別された場合には（ステップＳ１２４で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、
ステップＳ１１１に移行する。３０秒以内ではないと判別された場合には（ステップＳ１
２４で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１は、「フル受信設定」を行い（ステップＳ１３１）、衛星
電波受信制御処理を終了する。
【００６１】
　ステップＳ１０８の判別処理で、「部分受信設定」がなされていないと判別された場合
には（ステップＳ１０８で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１は、予測受信による日時取得命令を衛
星電波受信処理部５０（モジュール制御部５２）に対して出力する（ステップＳ１０９）
。ＣＰＵ４１は、衛星電波受信処理部５０からの信号の入力を待ち受け、受信に成功して
日時が取得されたか否かを判別する（ステップＳ１１０）。成功していないと判別された
場合には（ステップＳ１１０で“ＮＯ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１４１に移
行する（次回の受信で予測受信取得を行わせない）。成功したと判別された場合には（ス
テップＳ１１０で“ＹＥＳ”）、ＣＰＵ４１の処理は、ステップＳ１１１に移行する。
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【００６２】
　ステップＳ１１０、Ｓ１２３、Ｓ１２４の処理のいずれかからステップＳ１１１の処理
に移行すると、ＣＰＵ４１は、取得された日時に基づいて計時回路４８が計数する日時を
修正する（ステップＳ１１１）。そして、ＣＰＵ４１は、衛星電波受信制御処理を終了す
る。
　以上の各処理のうち、ステップＳ１０１～Ｓ１０９、Ｓ１２１、Ｓ１５１の各処理が本
実施形態の日時取得制御方法（プログラム）における取得方法選択ステップ（取得方法選
択手段）を構成する。
【００６３】
　以上のように、本実施形態の電子時計１は、日時を計数する計時回路４８と、測位衛星
からの電波を受信する衛星電波受信処理部５０の受信部５１と、現在日時情報の取得に係
る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、計時回路４８が計数する日時を修
正するマイコン４０（ＣＰＵ４１）及びモジュール制御部５２と、を備える。マイコン４
０は、衛星電波受信処理部５０の受信部５１に電波受信を行わせて現在日時を取得する場
合に、計時回路４８が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種
類の現在日時の取得方法のうちいずれかを選択し、モジュール制御部５２に選択された取
得方法で現在日時の取得動作を行わせる命令を出力する。複数種類の現在日時の取得方法
には、計時回路４８が計数する日時に応じて衛星電波受信処理部５０による受信が想定さ
れる想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基づいて現在日時を取
得する予測受信取得が含まれる。
　このように、直近の日時修正からの経過時間に基づいて計数日時の最大のずれ量を見積
もり、ずれ量が許容範囲内の場合に日時を予測受信取得することで、想定符号列と一致す
る符号列が検出された時点で現在日時が即座に定まるので、電子時計１において、より確
実性の高い正確な日時を短時間で取得することができる。また、想定符号列の範囲と、部
分受信取得の場合に受信、復号される範囲とにほぼ差がないので、通常、受信時間は長く
ならない。想定符号列の生成自体は容易な処理であり、復号などの後処理が不要な分、誤
同定の確率を上昇させず、確実に正確な日時同定を行いつつ、日時の取得に必要な時間を
短縮することができる。
【００６４】
　また、複数種類の取得方法には、測位衛星から送信される一連のデータのうち、衛星電
波受信処理部５０が計時回路４８により計数されている日時と組み合わせて現在日時を取
得可能な一部のデータを取得して現在日時を取得する部分受信取得と、一連のデータに含
まれる現在日時に係るデータを全て取得するフル受信取得と、が含まれる。
　このように、見積もられる最大のずれ量などに応じて従来の受信方法と組み合わせて適
切な受信を行うことで、ずれ量が大きい可能性のある場合にまでリスクを上げて短時間受
信を行わずに、効率良く確実性の高い取得方法を選択して確実に正確な現在日時を取得す
ることができる。
【００６５】
　また、マイコン４０は、受信部５１にＧＰＳ衛星からの電波を受信させて現在日時の取
得を行う場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時のうるう秒に応じた現在のずれ時間に係るう
るう秒補正値５３２を保持しているか否かを判別し、保持していない場合には、予測受信
取得を選択しない。すなわち、衛星電波受信処理部５０のモジュール制御部５２に予測受
信取得以外の取得方法による現在日時の取得命令を出力する。
　ＧＰＳ衛星のように、うるう秒を考慮しない日時を送信している場合、正確なうるう秒
補正値を保持していないと、秒単位でのずれが生じ得るため、想定符号列を受信、同定す
る確実性が大きく低下する。したがって、このような場合には、従来の部分受信取得など
に切り替えることで、正確な日時を取得出来ないリスクを低減させ、効率良く現在日時を
取得することができる。
【００６６】
　また、ブルートゥースなどの近距離無線通信を行う通信部６４を備え、マイコン４０は
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、通信部６４を介して外部機器から現在日時情報の取得動作を行うことが可能であり、直
近で通信部６４を介して現在日時情報を取得した場合には、予測受信取得を選択しない。
　外部機器から現在日時を取得する場合、取得された現在日時は、当該外部機器における
計数の精度に依存する。外部機器として主に用いられることが考えられるスマートフォン
や携帯電話など、近年の近距離無線通信が可能な電子機器では、自身で測位を行ったり、
携帯電話の基地局やネットワーク上のタイムサーバの日時と同期させたりすることで、大
きなずれ量を伴う日時を計数している可能性は低いが、確実ではないので、このような場
合には、あえてリスクを高めずにより確実な日時取得を行うこととすることができる。
【００６７】
　また、マイコン４０は、前回衛星電波受信処理部５０が予測受信取得による現在日時の
取得に失敗していた場合には、次の測位衛星からの電波受信による現在日時の取得時に、
予測受信取得を選択しない。
　すなわち、予測受信取得に失敗した場合には、２回続けて予測受信取得を試みないこと
で、リスクを低減させて、より確実に日時取得を行うこととすることができる。
【００６８】
　また、本実施形態の日時取得制御方法は、受信部５１に測位衛星からの電波受信を行わ
せて現在日時の取得を行う場合に、計時回路４８が計数する日時が直近に修正されてから
の経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法のうちいずれかを選択して、選択さ
れた取得方法で現在日時の取得動作を行わせる命令をモジュール制御部５２に出力する取
得方法選択ステップ、を含む。複数種類の取得方法には、計時回路４８が計数する日時に
応じて受信部５１による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信し
たタイミングに基づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれる。
　このような日時の取得方法の選択を行うことで、より確実性の高い正確な現在日時を短
時間で効率良く取得することができる。
【００６９】
　また、本実施形態のプログラム６６１は、電子時計１のコンピュータ（マイコン４０、
モジュール制御部５２）を、受信部５１に測位衛星からの電波受信を行わせて現在日時を
取得する場合に、計時回路４８が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づ
いて複数種類の現在日時の取得方法のうちいずれかを選択して、選択された取得方法で現
在日時の取得動作を行わせる命令をモジュール制御部５２に出力する取得方法選択手段と
して機能させる。複数種類の取得方法には、計時回路４８が計数する日時に応じて衛星電
波受信処理部５０による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信し
たタイミングに基づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれる。
　このようなプログラムをインストールさせてプロセッサ（ＣＰＵ４１）に実行させるこ
とで、コンピュータにおいて、より確実性の高い正確な現在日時を短時間で効率良く取得
することのできる処理を容易に行わせることができる。
【００７０】
　なお、本発明は、上記実施の形態に限られるものではなく、様々な変更が可能である。
　例えば、上記実施の形態では、標準電波を受信して日時を取得する方法と、ブルートゥ
ースを用いて外部機器から日時を取得する情報とを併用したが、これらの構成や機能の一
方又は両方を有しなくても良いし、他に日時を取得する構成を更に有していても良い。例
えば、他に近距離無線通信を行う構成として、ＷｉＦｉ（無線ＬＡＮ）などが用いられて
も良い。このような他の構成を有する場合には、当該構成により取得される日時の精度に
応じて予測受信取得の可否についての判断を行えば良い。
【００７１】
　また、上記実施の形態では、部分受信取得時にＷＯＲＤ３まで受信することで、ＷＮが
受信される場合があり得ることとしたが、ＷＯＲＤ２のＴＯＷ－Ｃｏｕｎｔが同定された
タイミングで即座に受信を打ち切ることとしてもよい。本実施形態の電子時計では、日時
の最大のずれ量を見積もっており、このように見積もり量以上のずれが生じる可能性が極
めて低い場合にはＷＮを取得する必要性はあまり高くないが、ＷＯＲＤ１つ分０．６秒と
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いう僅かな受信時間の増加でＷＮを取得可能なケースを増加させることで、取得日時の正
確性を向上させることができる。
【００７２】
　また、上記実施の形態では、直近の日時修正からの経過時間のみにより計時回路４８が
計数する日時の最大のずれ量を見積もって取得方法の種類を選択することとしたが、これ
に限られない。温度条件などを考慮して所定時間当たりのずれ量を変化させ、これらを積
算することで最大のずれ量を見積もっても良い。
【００７３】
　また、上記実施の形態では、ＧＰＳ衛星からの電波を受信する場合について説明したが
、他の測位衛星、例えば、ＧＬＯＮＡＳＳ衛星からの電波を受信して日時を取得しても良
い。この場合、計時回路４８の計数する日時の最大ずれ量に応じて、時刻情報のみを取得
するか、日付に係る情報を併せて取得するかを定めて良い。また、ＧＬＯＮＡＳＳ衛星か
らの送信される航法メッセージに含まれる日時には、うるう秒が含まれているので、うる
う秒補正値の有無を考慮する必要はない。
【００７４】
　また、上記実施の形態では、想定符号列を衛星電波受信処理部５０（モジュール制御部
５２）に生成させるものとして、生成に必要な情報をＣＰＵ４１が出力することとしたが
、ＣＰＵ４１が想定符号列を生成して衛星電波受信処理部５０に出力しても良い。
【００７５】
　また、上記実施の形態では、マイコン４０とモジュール制御部５２とを別個に設けたが
、一体の制御部で各種制御動作を行うこととしても良い。
【００７６】
　また、以上の説明では、現在日時情報の取得時における本発明の衛星電波受信制御に係
るプログラム６６１を記憶するコンピュータ読み取り可能な媒体としてフラッシュメモリ
などの不揮発性メモリやマスクＲＯＭなどからなるＲＯＭ６６を例に挙げて説明したが、
これらに限定されない。その他のコンピュータ読み取り可能な媒体として、ＨＤＤ（Hard
 Disk Drive）、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤディスクなどの可搬型記録媒体を適用することが
可能である。また、本発明に係るプログラムのデータを通信回線を介して提供する媒体と
して、キャリアウェーブ（搬送波）も本発明に適用される。
　その他、上記実施の形態で示した構成、制御手順や表示例などの具体的な細部は、本発
明の趣旨を逸脱しない範囲において適宜変更可能である。
【００７７】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、本発明の範囲は、上述の実施の形態に限定
するものではなく、特許請求の範囲に記載された発明の範囲とその均等の範囲を含む。
　以下に、この出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲に記載した発明を付記する。
付記に記載した請求項の項番は、この出願の願書に最初に添付した特許請求の範囲の通り
である。
【００７８】
［付記］
＜請求項１＞
　日時を計数する計時部と、
　測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、
　現在日時情報の取得に係る制御動作を行い、取得した現在日時情報に基づいて、前記計
時部が計数する日時を修正する制御部と、
　を備え、
　前記制御部は、前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、
前記計時部が計数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在
日時の取得方法のうちいずれかを選択し、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
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づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれる
　ことを特徴とする電子時計。
＜請求項２＞
　前記複数種類の取得方法には、測位衛星から送信される一連のデータのうち、前記計時
部により計数されている日時と組み合わせて現在日時を取得可能な一部のデータを取得し
て現在日時を取得する部分受信取得と、前記一連のデータに含まれる現在日時に係るデー
タを全て取得するフル受信取得と、が含まれる
　ことを特徴とする請求項１記載の電子時計。
＜請求項３＞
　前記制御部は、前記衛星電波受信部にＧＰＳ衛星からの電波を受信させて現在日時を取
得する場合に、ＧＰＳ衛星が計数する日時と現在日時との間でのうるう秒に応じた現在の
ずれ時間に係る情報を保持しているか否かを判別し、保持していない場合には、前記予測
受信取得を選択しないことを特徴とする請求項１又は２記載の電子時計。
＜請求項４＞
　近距離無線通信を行う通信部を備え、
　前記制御部は、前記通信部を介して外部機器から現在日時情報の取得を行うことが可能
であり、直近で前記通信部を介して現在日時情報を取得した場合には、前記予測受信取得
を選択しない
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の電子時計。
＜請求項５＞
　前記制御部は、直近で前記予測受信取得による現在日時の取得に失敗していた場合には
、前記予測受信取得を選択しないことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の
電子時計。
＜請求項６＞
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計の日時取得制御方法であって、
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択ステップ
　を含み、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれる
　ことを特徴とする日時取得制御方法。
＜請求項７＞
　日時を計数する計時部と、測位衛星からの電波を受信する衛星電波受信部と、を備える
電子時計のコンピュータを
　前記衛星電波受信部に電波受信を行わせて現在日時を取得する場合に、前記計時部が計
数する日時が直近に修正されてからの経過時間に基づいて複数種類の現在日時の取得方法
のうちいずれかを選択する取得方法選択手段
　として機能させ、
　前記複数種類の取得方法には、前記計時部が計数する日時に応じて前記衛星電波受信部
による受信が想定される想定符号列を生成し、当該想定符号列を受信したタイミングに基
づいて現在日時を取得する予測受信取得が含まれる
　ことを特徴とするプログラム。
【符号の説明】
【００７９】
１     電子時計
４０   マイコン
４１   ＣＰＵ
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４３   ＲＡＭ
４３１ 日時情報取得履歴情報
４３２ 受信設定
４３３ 地方時設定
４３４ ペアリング設定
４６   発振回路
４７   分周回路
４８   計時回路
５０   衛星電波受信処理部
５１   受信部
５２   モジュール制御部
５３   記憶部
５３１ 受信制御情報
５３２ うるう秒補正値
６１   操作受付部
６２   表示部
６２１ 表示画面
６２２ 表示ドライバ
６３   長波受信部
６４   通信部
６５   光量センサ
６６   ＲＯＭ
６６１ プログラム
７０   電力供給部
７１   バッテリ
Ａ１～Ａ３    アンテナ
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